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7 2026（令和8年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請
� 7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付
� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税等の中

間申告（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料   （概算・確定）申告書の提出、

納付（全期・第1期分）� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）�7月31日

　自動車税・軽自動車税の「環境性能割」は、
自動車の取得時に燃費性能などに応じて課税
される仕組みでしたが、米国の関税措置が国
内の自動車産業に及ぼす影響を緩和すること
や、自動車ユーザーの取得時における負担を
軽減・簡素化する観点から、今年3月末をもっ
て廃止されました。

ワンポイント「環境性能割」の廃止

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

20日・海の日
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7 月号─2

　

近
年
、
不
正
会
計
や
食
品
偽
装
、

保
険
金
の
不
正
請
求
、
セ
ク
ハ
ラ
等

の
企
業
不
祥
事
は
、
S
N
S
や
報

道
で
瞬
く
間
に
拡
散
し
、
一
瞬
で
社

会
的
信
頼
を
失
墜
さ
せ
ま
す
。
こ
う

し
た
リ
ス
ク
を
未
然
に
防
ぎ
、
早
期

是
正
に
よ
っ
て
企
業
と
従
業
員
を
守

る
仕
組
み
が
「
内
部
通
報
制
度
」
で

す
。
不
正
を
検
知
し
是
正
で
き
る
体

制
は
、
投
資
家
や
顧
客
か
ら
の
信

頼
・
社
会
的
信
用
の
維
持
に
も
直
結

し
ま
す
。

　

今
年
12
月
に
施
行
さ
れ
る
改
正
公

益
通
報
者
保
護
法
と
と
も
に
、
企
業

が
対
応
を
迫
ら
れ
る
変
更
点
や
実
効

性
の
あ
る
制
度
の
導
入
方
法
を
み
て

い
き
ま
し
ょ
う
。

法
改
正
の
４
つ
の
主
な
ポ
イ
ン
ト

⑴　

体
制
整
備
の
徹
底
と
実
効
性
の

向
上

　

公
益
通
報
者
保
護
法
に
基
づ
き
、

一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
通
報
を

「
公
益
通
報
」と
い
い
ま
す
。

　

２
０
２
２
年
の
改
正
法
に
よ
り
、

従
業
員
数
３
０
１
名
以
上
の
企
業
に

お
い
て
、
内
部
通
報
の
受
付
・
調
査
・

是
正
を
主
体
的
に
行
う
「
公
益
通
報

対
応
業
務
従
事
者
」（
以
下
、「
従
事

者
」）を
指
定
す
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

　

今
年
12
月
１
日
施
行
の
改
正
法
で

は
、
従
事
者
の
指
定
義
務
に
違
反
し

た
事
業
者
に
対
し
、
現
行
の
指
導
・

勧
告
等
に
加
え
、
従
わ
な
い
場
合
の

命
令
・
命
令
違
反
時
の
刑
事
罰
（
30

万
円
以
下
の
罰
金
）
な
ど
が
新
設
さ

れ
ま
し
た
。
従
業
員
３
０
０
人
以
下

の
企
業
な
ど
で
は
、
従
事
者
の
指
定

は
努
力
義
務
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
消
費
者
庁
等
に
立
入
検
査

権
限
が
与
え
ら
れ
、
検
査
拒
否
に
対

し
て
も
30
万
円
以
下
の
罰
金
が
科
さ

れ
ま
す
。
さ
ら
に
、
公
益
通
報
対
応

体
制
を
労
働
者
等
に
周
知
す
る
こ
と

が
法
律
上
、
明
文
化
さ
れ
ま
す
。

⑵　

通
報
妨
害
及
び
通
報
者
探
索
の

禁
止

　
「
外
部
に
通
報
し
な
い
」
と
い
っ
た

誓
約
書
を
書
か
せ
る
な
ど
、
通
報
を

妨
げ
る
行
為
が
禁
止
さ
れ
ま
す
。
違

反
し
た
合
意
は
、
法
律
上
無
効
と
な

り
ま
す
。
公
益
通
報
を
し
た
可
能
性

が
あ
る
人
に
、
し
た
か
ど
う
か
を
聞

く
な
ど
、
正
当
な
理
由
な
く
通
報
者

を
特
定
す
る
行
為
も
禁
止
で
す
。

⑶　

通
報
を
理
由
と
す
る
解
雇
な
ど

不
利
益
取
扱
い
の
抑
止
・
救
済
の

強
化

　

通
報
後
１
年
以
内
に
解
雇
や
懲
戒

が
な
さ
れ
た
場
合
、
そ
れ
は
「
通
報

を
理
由
と
し
た
も
の
」
と
推
定
さ
れ

ま
す
。
こ
れ
ま
で
解
雇
や
懲
戒
処
分

を
受
け
て
も
、
通
報
に
起
因
す
る
も

の
で
あ
る
と
通
報
者
に
立
証
責
任
が

あ
り
ま
し
た
が
、
改
正
法
で
は
企
業

側
に
立
証
責
任
が
転
換
さ
れ
ま
し

た
。
企
業
側
が
「
通
報
と
は
無
関
係

な
正
当
な
理
由
が
あ
る
」
と
証
明
で

き
な
い
限
り
、
法
的
に
報
復
と
み
な

さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

ま
た
、
公
益
通
報
を
理
由
に
解
雇

や
懲
戒
を
行
っ
た
行
為
者
に
対
す
る

刑
事
罰
が
新
設
さ
れ
、
６
か
月
以
下

の
拘
禁
刑
ま
た
は
30
万
円
以
下
の
罰

金
が
科
さ
れ
る
ほ
か
、
企
業
に
対
し

て
は
３
０
０
０
万
円
以
下
の
罰
金
へ

と
大
幅
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

⑷　

公
益
通
報
者
の
範
囲
拡
大

　

こ
れ
ま
で
公
益
通
報
者
保
護
法
に

よ
っ
て
保
護
さ
れ
る
通
報
者
は
、
正

社
員
、派
遣
社
員
、ア
ル
バ
イ
ト
、パ
ー

ト
タ
イ
マ
ー
な
ど
雇
用
形
態
に
関
わ

ら
ず
全
て
の
「
従
業
員
」
及
び
「
役

員
」、「
退
職
者
（
退
職
し
て
１
年
以

内
の
従
業
員
）」
で
し
た
が
、
事
業

者
と
業
務
委
託
関
係
に
あ
る
（
ま
た

は
終
了
後
１
年
以
内
の
）
フ
リ
ー
ラ

ン
ス
が
加
わ
り
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ

り
、
通
報
を
理
由
と
し
た
業
務
委
託

契
約
の
解
除
や
そ
の
他
一
切
の
不
利

益
な
取
扱
い
が
禁
止
さ
れ
ま
す
。

公
益
通
報
対
象
の
行
為
は
？

　

刑
事
罰
を
伴
う
法
令
違
反
（
約
５

０
０
以
上
の
法
律
）
が
法
律
上
の
対

象
で
す
。
実
務
上
は
そ
れ
以
外
も
網

羅
す
る
こ
と
が
推
奨
さ
れ
ま
す
。
具

体
的
に
は
、
食
品
表
示
、
廃
棄
物
、

残
業
代
未
払
な
ど
の
消
費
者
・
環

境
・
労
働
保
護
や
贈
収
賄
な
ど
の
公

正
な
競
争
、
就
業
規
則
違
反
で
す
。

2026年12月改正2026年12月改正
内部通報制度とは内部通報制度とは



3─7月号

通
報
先
を
ど
こ
に
す
る
か
？

　

窓
口
を
ど
こ
に
置
く
か
が
、
制
度

を
左
右
す
る
重
要
な
決
断
で
す
。

◇
社
内
窓
口（
人
事
部
、
監
査
役
等
）

　

➡
自
社
の
社
員
が
担
当

 

メ
リ
ッ
ト　

事
実
確
認
を
し
や
す
く

追
加
コ
ス
ト
が
か
か
ら
な
い

 

デ
メ
リ
ッ
ト　

通
報
者
を
特
定
し
や

す
く
、
上
層
部
の
圧
力
で
揉
み
消

さ
れ
る
と
い
う
不
安
が
あ
る

◇
社
外
窓
口
（
法
律
事
務
所
、
専
門

代
行
会
社
）
➡
一
次
受
付
を
外
部

の
専
門
家
に
委
託

 

メ
リ
ッ
ト　

秘
匿
性
が
保
た
れ
る
た

め
、
従
業
員
が
安
心
し
て
通
報
で

き
る

 

デ
メ
リ
ッ
ト　

委
託
費
用
が
発
生
す

る
。外
部
者
に
よ
る
社
内
調
査
は
、

連
携
に
時
間
が
か
か
る
こ
と
も
あ

る
◇
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
型

　
　

社
内
窓
口
と
社
外
窓
口
の
両
方

を
設
置
す
る
こ
と
が
理
想
。
通
報

者
が
選
択
で
き
る
よ
う
に
し
て
お

く
。
特
に
、
経
営
層
に
関
わ
る
不

正
は
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
観
点
か
ら
、
社
外
窓
口
や
監

査
役
に
直
接
届
く
ル
ー
ト
を
設
け

る
こ
と
が
推
奨
さ
れ
て
い
ま
す
。

内
部
通
報
制
度
の
導
入
方
法

⑴　

ル
ー
ル
の
明
文
化

　

ま
ず
は
内
部
通
報
規
程
の
作
成
で

す
。
制
度
の
目
的
、
対
象
と
な
る
通

報
者
・
行
為
、
窓
口
の
場
所
と
受
付

方
法
、
通
報
者
の
保
護
、
調
査
手
順

と
是
正
措
置
の
流
れ
を
盛
り
込
ん
だ

対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
し
ま
す
。

⑵　

内
部
通
報
対
応
の
責
任
者
と
権

限
付
与

　

窓
口
設
置
部
署
を
選
定
し
「
従
事

者
」
と
し
て
書
面
な
ど
で
指
名
し
ま

す
。
そ
の
際
、
担
当
者
が
調
査
を
行

う
た
め
に
、
関
係
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン

グ
権
限
や
関
連
書
類
の
閲
覧
等
、
必

要
な
権
限
を
明
確
に
付
与
し
て
お
く

こ
と
が
重
要
で
す
。

⑶　

I
T
ツ
ー
ル
の
整
備

　

電
話
や
メ
ー
ル
だ
け
で
な
く
、
秘

匿
性
の
高
い
専
用
の
通
報
シ
ス
テ
ム

を
導
入
す
る
企
業
が
増
え
て
い
ま

す
。
改
正
法
で
は
、
匿
名
通
報
も
適

切
に
受
け
付
け
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
た
め
で
す
。
通
報
記
録
を「
誰

が
、
い
つ
閲
覧
し
た
か
」
を
残
せ
る

仕
組
み
を
構
築
し
、
情
報
の
不
正
利

用
を
防
ぎ
ま
す
。

⑷　

全
従
業
員
へ
の
周
知

　

改
正
法
で
は
、
周
知
義
務
が
明
文

化
さ
れ
る
た
め
、
窓
口
の
設
置
場
所

や
内
部
規
程
の
周
知
及
び
研
修
を
従

業
員
・
役
員
等
に
実
施
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

通
報
を
受
け
た
ら

　

企
業
が
内
部
通
報
を
受
け
た
場
合

に
と
る
べ
き
手
順
は
、
ま
ず
証
拠
資

料
等
の
予
備
調
査
を
行
っ
た
上
で
、

関
係
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
本

調
査
へ
移
行
し
ま
す
。
そ
し
て
、
是

正
措
置
と
加
害
者
の
処
分
を
し
、
最

後
に
、
通
報
者
へ
可
能
な
範
囲
で

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を
行
う
こ
と
で
完

了
し
ま
す
。（
図
参
照
）

❖　
　

◆　
　

❖

　

内
部
通
報
制
度
は
、
従
業
員
が
安

心
し
て
働
け
る
環
境
を
整
え
、
風
通

し
の
良
い
組
織
を
つ
く
る
こ
と
で
、

企
業
が
持
続
的
に
成
長
す
る
た
め
の

重
要
な
投
資
で
す
。
制
度
を
形
骸
化

し
な
い
た
め
に
は
、
全
従
業
員
へ
の

定
期
的
な
研
修
と
従
事
者
の
サ
ポ
ー

ト
強
化
が
鍵
と
な
り
ま
す
。
全
社
的

な
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
の
底
上

げ
が
不
可
欠
で
す
。

内部通報を受けた場合にとるべき手順
ステップ1　予備調査

証拠資料はあるか、個人的な恨みや誹謗中傷
ではないか、内容の信憑性を確認します。内
容が具体的であれば本調査へ。

ステップ2　本調査
関係者へのヒアリングを行います。通報者が
誰か漏らさないよう、細心の注意が求められ
ます。従事者には法律知識だけでなく、公正
かつ秘密を守る実務スキルが求められます。

ステップ3　是正措置と処分の決定
就業規則に基づき、加害者の懲戒処分を検討
します。同時に、被害者がいる場合は救済を
行います。

ステップ4　フィードバック
通報者へ、可能な範囲でフィードバックしま
す。返答がないと無視された、揉み消された
と不信感に繋がり、外部へ告発する動機にな
るのを防ぐためです。



7 月号─4

　今年も半年が過ぎましたが、年始に立て
た決意はどこへやら…3日坊主でやめてし
まった方も多いのではないでしょうか。
　3日坊主は意志の弱さや根性がないわけ
ではありません。脳は変化を嫌う性質を持っ
ています。脳はエネルギーの消費を抑えよ
うとする傾向があり、新しい習慣を無意識
にやめようとします。繰り返し同じ行動を
とることで当たり前のことと感じる「馴化
（じゅんか）」という現象が起きれば習慣に
なります。つまり、3日坊主を防ぐには「習
慣化」がポイントです。
　習慣化に有効とされるのは、
①　小さな一歩から：2時間勉強するので
はなく5分間だけ勉強するなど、現実離
れしていない実現化の可能な目標にする

②　見える化する：スマホアプリなどを活
用し運動量、心拍数など客観的に数値を
計測することで成功体験を積み重ねる

③　仲間を作る：SNSなどで同じ目標を持
つ仲間を見つけて成果を報告、褒めあう

④　つなげる：すでに習慣化している行動
に紐づける。お風呂の後5分間ストレッ
チをする、スマホを開いたらまず英単語
アプリを開くなど、自然にできている行
動に新しい行動を組み込む事が重要

⑤　継続する環境を整える：トレーニング
ウエアをすぐ着られる場所に置く、教材
を目につく場所に置くなど行動を促す環
境を作る。逆に、ダイエットならお菓子
の棚に手が伸びないよう戸棚に入れるな
ど、行動を妨げ、誘惑を断ち切る環境を
工夫する
　心理学者フィリッパ・ラリーらによる研
究では、習慣化できるまでの平均日数は約
66日といわれています。また、1日途切
れても習慣化に影響はないことがわかって
います。脳は変化より現状維持を好み、繰
り返し同じ行動をとることで面倒を当たり
前と感じる現象が起きれば、習慣になると
いいます。まずは66日間続けてみましょう！

3日坊主を防ぐには

　厚生労働省の「人口動態統計」（2024年）
によれば、同年の大腸がんによる死亡者数
は5万4,416人で、近年患者数が急増して
います。元来、大腸がんは欧米人に多い疾
患でした。ところが、ここ40年の間に日
本では2～3倍に急増したのです。増加の
背景は食生活の欧米化です。
　がんの発症は、免疫力を高める生活習慣
で防げることがわかってきました。毎日、
腸の中に何を入れるか、つまり食事が重要
なのです。食事に占める超加工食品の割合
が増加したことで腸内環境が悪化し、腸内
で炎症が起こります。細胞ががん化して固
形がんになるには10年以上の時間があり、
自分の免疫細胞ががん細胞を死滅させる時
間がたっぷりあります。サプリメントが溢
れていますが、がんになる確率を下げてく
れるのは食材だけのようです。ウコン、ニ
ンニク、クルミ、ブロッコリーは、がんに
なるリスクを下げる研究結果が発表されて
います。

大腸がん　

日
本
近
海
の
海
水
温
は
過
去
１
０

０
年
で
約
１
・
33
度
上
昇
し
ま
し
た
。

２
１
０
０
年
頃
に
は
さ
ら
に
３
度
以

上
も
上
昇
す
る
予
測
も
あ
り
ま
す
。

　

魚
は
水
温
が
１
度
で
も
上
昇
す
る

と
、
生
態
に
大
き
な
影
響
が
出
る
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
京
都
大
学
発
の
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ「
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
フ
ィ
ッ

シ
ュ
株
式
会
社
」
は
、
こ
の
海
水
温

の
上
昇
が
魚
に
与
え
る
影
響
を
「
寿

司
予
報
」
と
し
て
W
E
B
上
で
公
開

し
て
い
ま
す
。
人
気
の
寿
司
ネ
タ
が

将
来
も
入
手
で
き
る
か
天
気
予
報
方

式
で
表
示
し
て
お
り
、
ネ
ギ
ト
ロ
は

晴
れ（
安
定
）、サ
ー
モ
ン
は
曇
り（
先

行
き
不
透
明
）、
イ
カ
は
雨
（
入
手

困
難
）
予
報
で
す
。
一
方
、
こ
れ
ま

で
南
の
島
で
し
か
獲
れ
な
か
っ
た
熱

帯
性
の
魚
が
、
寿
司
ネ
タ
の
主
流
に

な
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

お
い
し
い
寿
司
ネ
タ
を
残
す
た
め
、

同
社
で
は
高
温
耐
性
品
種
の
改
良
な

ど
ユ
ニ
ー
ク
な
取
組
み
を
行
っ
て
い

ま
す
。

寿
司
予
報


